
2030年のSDGs達成への貢献や、「人間の安全保障」「質の高い成長」「地
球規模課題への取組」といった、日本が開発協力で目指す理念の実現の
ために、JICAが掲げる20の課題別事業戦略。課題の分析に基づいたグ
ローバルな目標を掲げ、その達成に向けて開発協力事業の成果を上げる
べく取り組みます。さらに、途上国はもちろん国内外のさまざまなパー
トナーとの対話と協働を促進し、開発協力の成果の拡大を目指します。

Cover Photo─タイ北部、山あいの風景。photo : primeimages/Getty Images
Illustration（ISSUES）：Yutaka Kato

　パラオにはサンゴ礁やマングローブ林など貴重な生態系が分

布し、ジュゴン等の絶滅危惧種を含む多様な生物が生育・生

息しています。日本は2000年にパラオ国際サンゴ礁センター

の建設に協力し、その後も協力を続けてきました。しかし近年、

土地開発などによる陸地からの土砂流入や、気候変動による

海面・水温上昇などによる影響が顕在化しています。これらの

問題に対して、生態系モニタリング等の科学情報基盤を整備

し、結果を政策に反映していくことで、陸域と海域の生態系を

統合的に管理する体制づくりを行っていきます。

次世代へ
豊かな自然の恵みを
引き継ぐ

地域の社会、そして
持続可能な地球環境にとって
重要となる自然環境の
保全を行います。このため、
守るべき自然の価値や
現状を科学的に把握し、
伝統的な知見も生かして、
事業のモデル化や政策への
反映に取り組みます。また、
様々なパートナーと協働して
取り組みを推進します。

独立行政法人国際協力機構（JICA）は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。

NO.17JICA グローバル・アジェンダ
開発途上国の課題に取り組む 20 の事業戦略

自然環境保全

 自然と人間の調和を図り 

 自然環境の減少・劣化を防ぐことで 

 多くの恵みを享受し続けられる 

 社会を目指します。 
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過去30年で
日本の国土面積の
約5倍の

森林が消えた

1700年以降に

約9割の湿地が消失

推計100万種の

生物が絶滅の危機に

日本とJICAは、なぜ取り組むのですか？REASONS

世界が直面する、「自然環境」の課題とは？ISSUES

　自然環境保全は、様々な自然からの恵みを基盤とする私たちの生

活を維持するために必要不可欠であり、また、気候変動の一因とな

る温室効果ガスの排出を抑制する重要な手段の一つでもあります。

　日本は、江戸時代の中期には木材の過剰利用などから森林率が半

分程度にまで落ち込み、自然災害が頻発していました。しかし、江

戸後期以降の制度策定や技術開発により、現在では約７割まで回復。

また、日本は人口密度が高く国土が限られていますが、約400の自

然公園を指定するなど優れた自然環境保全と利用増進の実践が図ら

れています。このように、経済発展と自然環境保全を両立させてき

た経験とともに、近年では日本が持つ人工衛星などの最新技術も織

り交ぜて、世界の自然環境の保全に貢献することが可能です。

APPROACHES

経済発展と自然環境保全を両立させた
日本の経験を生かせます

　多くの生物の生息・生育地である

森林は、農地や都市などへの土地利

用の転換により、過去30年で約1.78

億ヘクタール（日本の国土面積の約
５倍）が失われ、湿地は1700年から

現在までに約９割が消失しました。

　これによりCO2などの温室効果

ガスが排出され気候変動の一因と

なっており、気候変動の観点から

も、その対策は急務です。

　また、汚染物質の放出や森林や

魚類など生物資源の過剰な利用な

どの影響も加わり、生態系の損失・

劣化が急速に進んでいます。すで

に、推計100万種が絶滅の危機に瀕

しており、適切な対処を取らなけれ

ば今後数十年で絶滅する恐れがあ

るとされています。

世界はかつてない速度で生態系の劣化が進み、
自然環境の保全・回復が急務となっています

水源涵養機能
の低下

生物多様性の減少

高潮被害の増加

生物多様性の減少
水量・水質の調整機能の低下

自然環境の
減少・劣化による影響

食料・燃料・材料の不足

　熱帯林をはじめとする森林や湿地等の減少・劣化を防ぎ、回

復を促します。これにより、温室効果ガスの排出抑制、吸収固

定を図り、生物多様性を維持するとともに、地域の燃料や食料

生産の基盤を守り、また、土砂災害や水害を軽減します。

陸域における
自然の豊かさを守る

自然環境を生活の基盤とする途上国の
人々にとって、自然環境の減少・劣化
が引き起こす様々な影響は、生命・財産
を脅かす大きな脅威となっています。
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CO2排出増加

土砂災害の増加

生産基盤の損失

洪水の増加

生物多様性の
減少

湿地の減少・劣化

マングローブの減少・劣化

サンゴ礁の
減少・劣化

森林の
減少・劣化
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世界が直面する、「自然環境」の課題とは？

　自然環境保全は、様々な自然からの恵みを基盤とする私たちの生

活を維持するために必要不可欠であり、また、気候変動の一因とな

る温室効果ガスの排出を抑制する重要な手段の一つでもあります。

　日本は、江戸時代の中期には木材の過剰利用などから森林率が半

分程度にまで落ち込み、自然災害が頻発していました。しかし、江

戸後期以降の制度策定や技術開発により、現在では約７割まで回復。

また、日本は人口密度が高く国土が限られていますが、約400の自

然公園を指定するなど優れた自然環境保全と利用増進の実践が図ら

れています。このように、経済発展と自然環境保全を両立させてき

た経験とともに、近年では日本が持つ人工衛星などの最新技術も織

り交ぜて、世界の自然環境の保全に貢献することが可能です。

問題解決に向けた、２つの協力方針APPROACHES

住民参加で航空写真を見ながら森林保護の計画を話し合う様子
（東ティモール）

JAXAと連携して、人工衛星画
像を用いた熱帯林の森林変化情
報をウェブ上で提供し、違法伐
採監視などに貢献しています。

水源涵養機能
の低下

水量・水質の調整機能の低下

自然環境の
減少・劣化による影響

食料・燃料・材料の不足

　熱帯林をはじめとする森林や湿地等の減少・劣化を防ぎ、回

復を促します。これにより、温室効果ガスの排出抑制、吸収固

定を図り、生物多様性を維持するとともに、地域の燃料や食料

生産の基盤を守り、また、土砂災害や水害を軽減します。

　沿岸域のマングローブ林やサンゴ礁、海草藻場といった、

海洋生物の生息・生育の場を守ることで、生物多様性を維

持し、沿岸漁業の基盤を守るとともに、温室効果ガスの排出

を抑制し、津波、高潮等の被害軽減にも貢献します。

陸域における
自然の豊かさを守る

海域（沿岸域）における
自然の豊かさを守る

協力方針 1 協力方針 2

共通 する４つの取り組 み

　守るべき自然の価値や、現状を科学的に把握
し、政策に適切に反映させることが必要です。
このため、衛星画像やドローン等の技術も活用
し、信頼性の高い情報の収集や、違法伐採の監
視・森林火災の早期検知などの自然環境のモ
ニタリングが行える体制を構築します。

科学的情報基盤の整備

　持続可能な社会の実現のためには、自然環
境保全と経済開発との両立が必要です。この
ために、信頼性の高い科学的情報を用いて、関
連するセクターと連携・協調しつつ、自然環
境保全を推進する政策・計画策定の能力を向
上させます。政策・計画は、地域での実証を踏
まえ、より適切なものへの改定を支援します。

政策・計画

　途上国においては、自然環境保全のための財政・体制
が不足しがちです。事業の継続やモデル化した事業の全
国展開のために、緑の気候基金（GCF）などの国際的な
資金の確保や地域協力、他ドナー・民間企業・NGOな
どのパートナーとの連携を進めます。

リソースの確保・スケールアップ

　地域住民と協働し、自然資源管理に取り組
みます。その結果を政策に反映し、モデル化し
ます。その際には、地域住民の持つ伝統的な知
見も生かし、アグロフォレストリーやエコツー
リズムなど、代替生計手段の創出を図ること
で、事業効果の向上と持続化を目指します。

地域の現状を踏まえた
実証・モデル化

自然環境を生活の基盤とする途上国の
人々にとって、自然環境の減少・劣化
が引き起こす様々な影響は、生命・財産
を脅かす大きな脅威となっています。

生物多様性の
減少

©JAXA

https://www.eorc.jaxa.jp/jjfast/

仕上サイズ
データ 登録
297
210
左アキ

297
210
左

天地
左右
アキ

佐
藤

2

A
F10E01

／
3Q
定
期

2020

17_自然環境保全_6_0113_2.indd   3 2022/01/18   0:05



　2021年６月、国立研究開発法人森林研究・整備機構森林

総合研究所と共同で「森から世界を変えるプラットフォーム」

を設立しました。途上国における森林等の自然環境の保全や

再生と持続的な管理を支援する、民間企業・団体、政府機関、

個人など、日本の多様なステークホルダー間の取り組みの円

滑な推進に貢献していきます。また、その他の事業にも他のド

ナーや、国際機関、NGO、民間企業など、国内・国外のパ

ートナーと連携して取り組んでいきます。

技術・知識を集結させる「森から世界を変えるプラットフォーム」を設立

パートナーとの協働

取り組み事例CASES

〒102-8012
東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル
TEL: 03-5226-6660～6663（代表）　
Eメール: jicage@jica.go.jp

独立行政法人国際協力機構（JICA／ジャイカ（注））は、日本の政府開発援助のうち、
二国間援助の実施を一元的に担う国際協力機関です。世界の約150か国・地域へ
協力しています        （注）JICA／ジャイカはJapan International Cooperation Agencyの略称です。

詳細はこちらのページをご覧ください www.jica.go.jp/activities

2030年のSDGs達成への貢献や、「人間の安全保障」「質の高い成長」「地
球規模課題への取組」といった、日本が開発協力で目指す理念の実現の
ために、JICAが掲げる20の課題別事業戦略。課題の分析に基づいたグ
ローバルな目標を掲げ、その達成に向けて開発協力事業の成果を上げる
べく取り組みます。さらに、途上国はもちろん国内外のさまざまなパー
トナーとの対話と協働を促進し、開発協力の成果の拡大を目指します。

JICA グローバル・アジェンダとは

Cover Photo─タイ北部、山あいの風景。photo : primeimages/Getty Images
Illustration（ISSUES）：Yutaka Kato

　ケニアは国土の約８割が乾燥・半乾燥地であり、森林

率は現在約６%ですが、森林の増加により、2030年まで

に10％とすることを目指しています。この目標達成に貢

献するため、日本の林木育種技術を生かし、乾燥地でも

強くたくましく成長する林木の品種改良を行う技術協力

を行っています。マホガニーの近縁種で家具などに使わ

れるケニアの郷土樹種「メリア」などを対象とした品種

改良を行い、民間企業とも協働して、優れた種子の普及

や地域住民の利益にもつながる林業の振興モデルの実証

や成果のスケールアップの取り組みを支援しています。

　パラオにはサンゴ礁やマングローブ林など貴重な生態系が分

布し、ジュゴン等の絶滅危惧種を含む多様な生物が生育・生

息しています。日本は2000年にパラオ国際サンゴ礁センター

の建設に協力し、その後も協力を続けてきました。しかし近年、

土地開発などによる陸地からの土砂流入や、気候変動による

海面・水温上昇などによる影響が顕在化しています。これらの

問題に対して、生態系モニタリング等の科学情報基盤を整備

し、結果を政策に反映していくことで、陸域と海域の生態系を

統合的に管理する体制づくりを行っていきます。

ケニアの森林率向上に向けて
郷土樹種の品種改良を支援1

パラオの沿岸域における
生物多様性の保全に貢献2

写真提供：林木育種センター

写真：鈴木革/JICA

JICA グローバル・アジェンダ
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